
新型コロナで医療が変わる
～三位一体改革の行方～
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社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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健康管理センター

衣笠病院
教会

■併設施設 老健（衣笠ろうけん）、特養（衣笠ホーム）、訪問診療クリニック 、訪問看護ステーション
通所介護事業所など
■ グループ職員数750名
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第7波



2020年3月の第一波で新型コロナ肺炎で
1か月感染症病棟に入院



肺炎は老人の友である・・

ウイリアム・オスラー（1849～. 1919）

Happy 
Hypoxia
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パート１
2025年、2040年問題とは？



第１ゴール
2025年

第2ゴール
2040年

75歳以上

65～74歳

65歳以上

2025年問題
団塊世代
が75歳以上

2040年問題
団塊ジュニア
が65歳以上



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク
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中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏、地方では
ピークを過ぎている
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減るのは65歳未満の
若い外来患者



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



でも、コロナで国の財政は
戦後最大ピンチ





歳出と税収の財政のワニの
あごがはずれた！

財務省資料より

60兆円の
補正予算
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2022年から
人口問題の
ワニの口が開く

団塊の世代の高齢化



2040年、医療・福祉１００万人不足

令和4年版厚労白書

https://news.yahoo.co.jp/articles/9abd21b98f078d519460f7e3480b8ae94729000f/images/000


2040年へ向けての
医療・介護・福祉
改革プラン

「多様な働き方を目指して」

2040年を展望した社会保障・働き方改革本部の取り
まとめから（2019年5月）





第8期医療計画スタート年
診療報酬改定・介護報酬改定同時改定
働き方改革スタート年
第9期介護保険事業計画スタート年
第4期医療費適正化計画スタート年

パート２
2024年惑星直列の年まであと2年

～三位一体改革の行方～



2024年惑星直列の工程表

医
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介
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医療計画6番目の
事業に新興感染症対策



第４期医療費適正化計画

2024年度～

第8次医療計画

第8期介護保険事業支援計画



診療報酬、介護報酬、障害者サービスの
同時改定年



パート２
惑星直列の７つのポイント

ポイント１ ポストコロナの感染防止連携

ポイント２ 医師働き方改革

ポイント３ 紹介受診重点病院

ポイント４ デジタル連携

ポイント５ 地域医療構想

ポイント６ 地域医療連携推進法人

ポイント７ かかりつけ医制度



ポイント１
ポストコロナの
感染防止連携

医療から介護までの感染防止地域連携



2022年診療報酬改定
感染防止対策加算



感染対策向上加算に組み替え
現行 改定案

感染防止対策加算 感染対策向上加算

感染防止対策加算１
390点

感染対策向上加算１
710点

感染防止対策加算２
90点

感染対策向上加算２
175点

ー 感染対策向上加算３
75点

加算１を充実して、加算２を2，3
に広げた

加算３は専任の常勤医師と看護師
から成る感染制御チームの設置で

要件を緩和した 外来感染対策向上加算（診療所）
６点



2022年改定前後の取得施設数比較

感染対策防止加算
（2020年7月）

感染対策向上加算
（2022年6月）

加算１ 1382 1144

加算２ 2728 952

加算３ － 1719

参考 重点医療機関 1745
協力医療機関 1019
（2022年6月）





第6波



医療・介護の感染防止連携

•介護施設での感染発生時
•感染者発生時の医療従事者や感染管理専門家等の派遣による感染防
止支援策

•感染発生時の応援職員派遣によるサービス継続支援。

•軽症感染患者の介護施設での継続入所
•現状、介護施設ではコロナ軽症者の患者を継続入所

•コロナ治療のための簡易陰圧室の設置

•感染者に対する治療薬、中和抗体投与についての介護報酬評価

•近隣の医療機関から介護施設への医師や看護師が定期的に
訪問

• ゾーニング体制のチェックや、PPE（感染個人防護具）の装着の訓練などの研修
や、感染サーベイランス支援、感染者への健康管理支援や、介護施設からの感染
相談など



2024年同時改定では

ポストコロナを目指して

医療から介護までの
地域感染防止対策の構築



ポイント２
医師の働き方改革

35
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医師の時間外労働時間の上限規定

• 超過重労働（上位１０％、２万人）の時間外労働短縮が最
優先事項
• 「時間外労働年1860時間」は３６協定でも超えられない上限

• 水準A（2024年度以降適用される水準）
• 勤務医に２０２４年度以降適用される水準
• 時間外労働年９６０時間以内・月１００時間未満

• 水準B（地域医療確保暫定特例）
• 地域医療確保暫定特例水準
• 時間外労働年1860時間以内・月１００時間未満

• 水準C（技能向上）
• 若手医師が短期間に集中的に行う技能向上のため

＊連続勤務時間制限２８時間、勤務間インターバル９時間

• 働き方改革を進めるためには、地域での医療連携、さらに
は医療機関の集約も必要



水準A

水準B

暫定特例水準
2035年度末までに解消

2023年度末までに
解消

2024年度以降適用される
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B水準超の勤務医がいる病院
全国1500病院

2016年 2019年



大学病院
には連携
B水準が
23.3％

40



宿日直許可
全自病調査では353病院調査
の中で118病院（33.5％）が
許可を取得していなかった

（2022年1月）



大学病院からの医師
の派遣切も現実的

宿日直の労基署届け出をしていない
病院には医師の派遣できません



外来や宿日直
を派遣医師に
頼っている

43



2019年度勤務医不足と医師の働き方に関するアンケート調査（日本病院会 2019年10月）44



働き方改革で
地域医療崩壊？



ポイント３
紹介受診重点病院

紹介受診重点病院



外来機能分化の流れのなか、
「紹介受診重点病院」
という新類型が出来た

２2022年改定の
連携課題の最大
の目玉





医療資源重
点活用外来



医療資源重点活用外来の基準

①初診に占める割合40％
かつ

②再診に占める割合25％



200床以上一般病院
688病院の40％、

275病院が該当

特定機能病
院・地域支
援病院で
666病院



メディカル・データ・ビジョン株式会社2022年5月11日

https://prtimes.jp/main/html/searchrlp/company_id/89368




（←288点） （←74点）
減算



新しい式では分母に
再診患者が入った！



逆紹介割合向上の
５つのポイント

• ポイント１ リフィル処方の活用
• リフィル処方を活用して再受診率の低減
• リフィル3回まで可

• ポイント２ 地域連携パスの活用
• 節目定期受診を入れた地域連携パスを患者に渡してかかり
つけ医に逆紹介

• 地域連携パスに逆紹介先へ節目検診の紹介状ひな形を添付
• 患者の病院との「縁切り不安を解消」役立つ

• ポイント３ 逆紹介希望の患者アンケート調査
• 逆紹介を言い出しにくい患者のため、逆紹介希望アンケー
トを定期的に実施

• 逆紹介希望患者の掘り起こし







循環型地域連携パス
糖尿病連携パス、がん連携パス、急性心筋梗塞連携パス、認知症連携パス

かかりつけ医へ逆紹介

専門医節目検診紹介状

かかりつけ医と
専門医の
二人主治医制



病院再診 病院再診 病院再診



逆紹介向上の５つのポイント

• ポイント４ 逆紹介外来センターの開設
• 逆紹介先を探したり、紹介状、多科診療の患者の処方箋
整理、逆紹介状の作成など

• 総合診療科の外来が地域医療連携室と協働して行うのが
ふさわしいだろう。

• ポイント５ 逆紹介データベースを作成
• 逆紹介できる診療所の機能をあらかじめ調査して、デー
タベース化
• （例）インスリン治療患者の受け入れの可否、がん患者の受
け入れの可否など

• 逆紹介パターンのデータベース化
• Uターン（紹介元に返す）
• Iターン（紹介状を持たずに来院した患者の逆紹介）
• Jターン（紹介元とは別の医療機関に逆紹介する）

• こうしたデータベースを逆紹介に活かす



逆紹介外来センター

• 総合診療科に逆紹介外
来センターを設置

• 地域連携室と協働
• 逆紹介先を探し

• 多科診療の患者の処方
箋整理

• 逆紹介状の作成など

• 逆紹介先データベース
の作成
• 診療所診療機能

• 逆紹介パターンの把握関西医科大学附属病院
総合診療科・地域医療連携部



Iターン Jターン UターンJターン



病院は逆紹介を受けるクリニックを
探すべき

•診療所の機能を明確にして病院側に実績をア
ピールする診療所をさがす
• 糖尿病のインスリン治療の患者も受けます

• 抗がん剤服用中の外来患者も受けます

• CKDの患者も受けます

• COPDの患者も診ます

• 認知症の患者も診ます

• 心不全患者の外来フォローもします

• パーキンソン患者も診ます
ホームページ
で患者実績を
公表している
クリニックを
さがす



基幹病院との連携する
クリニックを探そう



ポイント４
デジタル連携

①オンライン診療、②電子処方せん、

③オンライン服薬指導



デジタル完結3点セットデジタル   点セット

 オンライン診療

 オンライン服 指 

   処方せん



ポイント①
オンライン診療



規制改革推進会議が
オンライン初診を突破

• 2020年4月、コロナ渦の中で、
感染リスクを避けるため、
現在は認められていない初
診患者に対する診療実施な
どを厚生労働省に求めた。

• 「初診からオンライン診療
を認めれば、通院を省け、
患者も医療従事者も院内感
染から守れる」

• 4月2日、規制改革推進会議
の特命タスクフォースは、
しぶる厚労省、医師会置き
伏せて「オンライン診療初
診」を突破した。

記者会見する規制改革推進会議の小林議長



新型コロナ感染拡大で

4月10日通知

オンライン
初診解禁！



オンライン診療の
恒久化を



2020年10月9日



初診は対面の87％、
再診は100％



遠隔連携診療料

D to P with D



ポイント②
電子処方せん

  処方せん議論は10年以上も前から、でも一向に実現しない
これがデジタル後進国日本の現状！



健康・医療・介護情報の利活用に関する検討会
座長森田朗（津田塾大教授）2020年3月



  処方箋管理サービスは支払基金、
国保連のサーバを使用する

健康・医療・介護情報の利活用に関する検討会資料（2020年11月9日）

レセプトデータを用いているので
1.5か月のタイムラグがある



2023年より
電子処方せんスタート



③オンライン服薬指導

 機法に基づく服 指 と4月10日通知



オンライン服薬指導の経緯

• オンライン服薬指導については、長らく対面での
服薬指導が義務付けられていた。

• 2015年の日本再興戦略
• 「特例として国家戦略特区でのテレビ電話を活用した服薬指導が
可能になるよう、法的措置を取る」という方針が明記された。

• 2018年国家戦略特区での実証実験
• 愛知県、兵庫県養父市及び福岡市におけるテレビ電話による服薬
指導の実証実験が行われた。

• 2019年12月改正薬機法
• 「服薬指導について、対面義務の例外として、一定のルールの下
で、テレビ電話等による服薬指導を規定」

• 2020年9月1日に施行されることになった。

• 2020年4月10日通知
• 新型コロナによる0401通知で時限的・特例的措置



新型コロナ2020年4月に

4月10日通知



4月10日通知 機法



オンライン服薬指導の恒久化

• 2020年12月の規制改革推進会議と国家戦略特
別区域諮問会議の合同会合

• 「オンライン服薬指導の恒久化」は2021年夏
を目途にその骨格を取りまとめた上で、実施に
向けた取り組みを進めるとしている。

• その際、安全性と信頼性をベースとし、時限的
措置において明らかとなった課題や患者の利便
性等を踏まえ、恒久化の内容について、具体的
なエビデンスに基づき検討を行うとしている。



対面の
100％



2024年診療報酬改定

デジタル  3点セットに

診療報酬評価が始まる

デジタル  3点セット元年



ポイント５
地域医療構想

千葉県地域医療構想調整会議







公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで公表

（２０１９年９月２６日）

89

公立・公的病院から
地域医療構想を
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４２４病院

92



424施設から7施設を外し、20
施設を加えて440施設となった

入力漏れは我々の
ミスであり、深く
反省したい。

厚労省医政局地域医療計画課長の鈴木健彦氏（1月17日） 93



新型コロナで
440病院リスト見直し

•当初、424病院リストの検証期限については、機能の見直しにつ
いては2019年度中に、再編統合については2020年秋までに行うこ
ととしていた

•厚労省は、2020年3月4日の通知

•「今回の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から『改めて整理する』」として、事実上の「期
限延長」を決めた

•このため新型コロナ感染拡大を受けて、今回の424病院リ
ストでもその感染症病床については再考が必要

•全国の感染症病床の9割は公立・公的病院によって占
められ、424病院の内、24病院が感染症指定病院だか
らだ。

94

2022年
440病院リスト取り下げ



総務省 2022年3月29日

424病院リスト
はひっそりと消

えた



第8次医療計画では
ポスト地域医療構想を

策定すべき

現行の地域医療構想は
2025年がターゲット

次なるターゲットは2036年



ポイント６
地域医療連携推進法人



三位一体改革の切り札 地域医療連携推進法人

共同購買
GPO

医療情報ネッ
トワーク

今後

地域医療連携推
進法人

地域医療連携推進法人
〇救急に関する医療人材の集約
化で働き方改革に貢献
〇構想区域内での病床機能分化
で地域医療構想に貢献
〇都市部からの医師招聘で三位
一体改革に貢献。



地域医療連携推進法人
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全国30法人

地域連携から地域統合へ



2013年12月





一般社団法人



都道府県 地域医療連携推進法人名 認定年月日

北海道 南檜山メディカルネットワーク 2020年９月１日

上川北部医療連携推進機構 2020年９月１日

青森県 上十三まるごとネット 2021年３月29日

山形県 日本海ヘルスケアネット 2018年４月１日

福島県 医療戦略研究所 2018年４月１日

ふくしま浜通り・メディカル・アソシエーション 2019年10月１日

茨城県 桃の花メディカルネットワーク 2019年11月29日

栃木県 日光ヘルスケアネット 2019年４月１日

千葉県 房総メディカルアライアンス 2018年12月１日

神奈川県 さがみメディカルパートナーズ 2019年4月１日

横浜医療連携ネットワーク 2020年12月22日

岐阜県 県北西部地域医療ネット 2020年４月１日

静岡県 ふじのくに社会健康医療連合 2021年４月７日

静岡県東部メデイカルネットワーク 2021年9月9日

愛知県 尾三会 2017年４月２日



都道府県 地域医療連携推進法人名 認定年月日

滋賀県 滋賀高島 2019年４月１日

湖南メディカル・コンソーシアム 2020年４月１日

大阪府 北河内メディカルネットワーク 2019年６月12日

弘道会ヘルスネットワーク 2019年６月12日

泉州北部メデイカルネットワーク 2021年6月11日

兵庫県 はりま姫路総合医療センター整備推進機構 2017年４月３日

川西・猪名川地域ヘルスケアネットワーク 2021年４月１日

岡山県 岡山救急メディカルネットワーク 2021年３月30日

島根県 江津メディカルネットワーク 2019年６月１日

雲南市・奥出雲町地域医療ネットワーク 2021年6月16日

広島県 備北メディカルネットワーク 2017年４月２日

高知県 清水令和会 2020年３月31日

高知メディカルアライアンス 2020年12月28日

佐賀県 佐賀東部メディカルアライアンス 2021年１月29日

鹿児島県 アンマ 2017年４月２日
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病院再編は大変、
地域医療連携推進法人は
結婚以下、同棲以上でこれからも増えるだろう

地域医療連
携推進法人
ブーム

 婚にはお金がかかる 同棲だとすぐ別れる



地域連携推進法人を
医療計画に書き込もう



パート３
かかりつけ医問題



日本医師会の反対による家庭医懇の失敗
• 1980年代、日本医師会の武見太郎会長は米国の家庭医に関心をよせて
「国立病院の医者を米国に勉強に行かせては？」と提案していた。

• 1987年厚生省が「家庭医に関する懇談会」を、有識者や医師会幹部をメ
ンバーに開催

• 英米の家庭医制度を参考に議論が行われた。

• 日本医師会は厚生省主導の「家庭医構想」に真っ向から反対した。
• 英国の家庭医（GP）のような国家統制の強い仕組みに変えるのではないか？
• 診療報酬制度の変更を通じて、医療費適正化の手段に使われるのではない
か？

• 家庭医懇談会では、喧々諤々の議論は交わされたものの結局、10項目の家庭
医として果たすべき機能の制定のみに終わった

• 家庭医懇談会の失敗の理由
• もともとは日本医師会も理解を示していた家庭医構想だが、日医執行部 の勢
力変化とともに、流れが逆になった。

• かかりつけ医
• この家庭医懇談会以後、日医は「家庭医」という単語そのものにアレルギー
を持つに至り、それに替わる言葉として「かかりつけ医」を提唱した



家庭医構想その後の経緯

• 1985年「家庭医に関する懇談会」の失敗

•日本医師会が家庭医に大反対、かかりつ
け医を主導

• 2004年 新医師臨床研修制度

•各診療科のローテーション

• 2018年 新専門医制度

• 19番目の基本領域に「総合診療専門医」
が位置付けられた

110



診療報酬による
かかりつけ医機能の評価
• 2008年

• 後期高齢者診療料による「主治医制」→廃止

• 2012年
• 在宅患者訪問診療料

• 2014年
• 地域包括診療料（加算）
• 認知症地域包括診療料（加算）

• 2016年
• 小児かかりつけ診療料

• 2018年
• 機能強化加算



旧厚生省から
の留学で家庭
医療を学びに
NYのブルック
リンへ





1988年に帰国したが、日本医師会の
家庭医構想大反対の中、
家庭医の留学経験は

全く活かされなかった・・・

「隠れ家庭医」として地下に潜行



かかりつけ総合医の
実現を

日本プライマリ・ケア連合学会理事長 草場鉄周先生

10月11日、財政
制度等審議会・
財政制度分科会
の有識者ヒアリ
ングで「かかり
つけ総合医」制
度を提案した。









コロナ禍で、か
かりつけ医が公
衆衛生医として
の役割の一端を
担うべき





かかりつけ医制度の
10のポイント

2024年までに
制度化しよう！



かかりつけ医の制度化
10のポイント

• ①かかりつけ医の定義

• ②かかりつけ医の登録制

• ③成果払い（P4P：Pay for Performance）方式の導入

• ④適切な医薬品の使用～地域フォーミュラリーの導入

• ⑤かかりつけ医とDX～オンライン診療、電子処方、オンラ
イン服薬指導

• ⑥かかりつけ医とタスクシフト

• ⑦在宅医療

• ⑧終末期医療とACP

• ⑨地域包括ケア医としてのかかりつけ医機能

• ⑩患者、家族とのコミュニケーション機能



2024年までに
かかりつけ医の制度化を

目指そう



まとめと提言

・2024年の連携新時代とは？

・ポストコロナ時代の医療・介護の感染連携

・働き方改革で地域医療が崩壊？

・2024年デジタル  3点セット元年

・地域医療構想と地域医療連携推進法人の推進を

・かかりつけ医の制度化を2024年までに



新型コロナで医療が変わる

• 新型コロナと病院経営危機

• オンライン診療

• デジタルヘルス

• 424病院再編統合リスト

• 働き方改革

• 認知症施策

• 医療と介護の連携とICT

• 医療の国際化

日本医学出版より
2020年8月発刊！
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ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください
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